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公 募 型 プ ロ ポ ー ザ ル 実 施 要 領 
 

本実施要領は、丸亀市コミュニティセンター太陽光発電設備等整備工事を実施する事業者を公募型プロ

ポーザルにて、選定するために、必要な事項を定めるものとする。 

参加者は、この実施要領の内容を踏まえ、技術提案書及び関連書類を提出するものとする。 

 

記 

 

１ 目的 

本市は令和３年に、２０５０年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」を

宣言し、二酸化炭素をはじめとした温室効果ガス排出制限やエネルギーの省エネ化に取り組んでいる。 

本要領は、市が所有するコミュニティセンターに設計、施工を合わせた整備方式により、太陽光発電

設備及び蓄電池を設置し、平時の電源として利用することにより温室効果ガス排出制限及び非常時等に

対するレジリエンスの向上を目的とした、技術提案を募集し、価格及び温室効果ガス排出量の削減等

を総合的に評価して、最も優れた技術提案をした事業者を契約者として決定した上で、デザインビ

ルド方式として発注することを目的に実施する。 

なお、本事業は、発電した電気を自ら使用する自家消費型（非FIT/FIP）として整備するもので

ある。 

 

２ 業務の内容 

 ⑴ 件  名  丸亀市コミュニティセンター太陽光発電設備等整備工事 

 ⑵ 整備施設  城北コミュニティセンター 

        城西コミュニティセンター 

        城乾コミュニティセンター 

        岡田コミュニティセンター 

 ⑶ 業務内容  別紙「要求水準書」のとおり 

 ⑷ 業務期間  契約締結日から令和７年１１月２８日（金）まで 

 

３ 事業限度額   ４５，０００，０００円（消費税等相当額含む） 

 

４ 実施スケジュール 

  本スケジュール実施に係るスケジュールは以下のとおり予定している。 

項  目 日  程 

プロポーザル実施の公表 令和７年２月１９日（水） 

各施設の図面、構造検討書、各施設の１年間の電

力使用量の３０分値、使用電力量、現在の電力契

約の情報等の提供 

令和７年２月１９日（水）~３月３日（月） 

現地調査 令和７年３月４日（火）・５日（水） 

質問受付期間 令和７年３月５日（水）~１０日（月） 
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17時まで 

質問への回答 令和７年３月１２日（水） 

プロポーザル参加表明書兼資格確認審査申請書等

の提出期限 

令和７年３月１８日（火）17時まで 

参加資格確認通知書の送付 令和７年３月２１日（金） 

技術提案書及びデータを保管した電子媒体（CD-

R）の提出期限 

令和７年５月１９日（月）17時まで 

※参加表明者数４者以上の場合は1次審査を実施し、審査結果を通知するものとする。 

（合計点上位３者で本審査を実施する。） 

技術提案書審査（対面によるプレゼンテーション

及び質疑応答） 

令和７年５月２６日（月） 

（プレゼンテーション１５分程度、ヒアリング 

１０分程度） 

事業予定者の発表（審査結果通知） 令和７年６月上旬 

詳細協議 令和７年６月上旬 

契約の締結 令和７年６月上旬 

 

５ 資格要件 

下記のすべての要件を満たすこととする。 

 ⑴ 建設業法第16条の規定による施工体制が構成される者 

⑵ 丸亀市建設工事指名競争入札参加者資格基準第3条の等級別格付けで電気工事のA等級の格付けを受け

ている者 

⑶ 香川県内に本社又は支店を有し、専門技術者等の十分な業務遂行能力及び適切な執行体制を有してい

る法人とする。 

⑷ 本事業を実施する体制の中に、以下の資格を有する者を含めること。 

  ・電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）による第一種、第二種又は第三種電気主任技術者 

⑸ 監理技術者又は主任技術者は、施工実績と同等以上の工事の元請業者の監理技術者、主任技術者、担

当技術者又は現場代理人（当該電気一式工事に係るものに限る。）としての施工経験がある者とする。 

 ⑹ 地方自治法施行令(昭和22 年政令第16号)（第167条の4の規定に該当しない者であること。 

 ⑺ 丸亀市指名停止等措置規程による資格(指名)停止を、参加表明書提出の日までに受けていない

こと。なお、契約締結日までに同様の資格(指名)停止を受けた場合は契約しない。 

 ⑻ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

 ⑼ 会社更生法第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

 ⑽ 民事再生法第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

 ⑾ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団、暴力団員及び暴力団準構

成員並びに暴力行為の常習者又はそのおそれのある者でないこと。 

 ⑿ 参加表明者数が４者以上となった場合、「価格点」と「評価基準 非価格要素点 ６．独自提

案」により1次審査を行い、合計点上位３者が本審査に参加できる。 
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６ 公募の手続き等 

 ⑴ 必要資料の提供 

   技術提案書の作成のために必要な建築及び電気図面、構造検討書、現在の電力契約・使用電力量等

の情報については、市が書類及びデータを提供するものとする。なお、令和７年３月４日以降の提供

は不可とする。 

 ⑵ 現地調査の希望確認 

   今回整備予定の施設への現地調査を希望する場合、現場調査希望書（様式１）を提出するものとす

る。 

   なお、現地調査日程について、別途調整するものとする。 

 ⑶ 質問及び回答 

質 問  令和７年３月１０日（月）17時までに、電子メールにて「１３ 担当者」へ提出する

こと。 

       質問書の様式は任意とする。 

回 答  提出された質問に対する回答は、令和７年３月１２日（水）に電子メールにより回答す

るとともに、市ホームページに公開する。 

 ⑷ 参加表明兼資格確認申請書等 

   申込期日：令和７年３月１８日（火）17時まで（必着） 

   申 込 先：丸亀市産業生活部生活環境課ゼロカーボン推進室（「１３ 担当者」参照） 

   申込方法：持参又は郵送（書留郵便に限る） 

   提出書類：ア 参加表明書（様式２号） 

        イ 会社概要 

        ウ 納税に関する証明書（発行から３か月以内のもの） 

          ・丸亀市内の企業の場合：下記（ア）・（イ）・（ウ）を提出 

          ・香川県内かつ丸亀市外の企業の場合：下記（イ）・（ウ）を提出 

          （ア） 丸亀市税全税目についての完納を証明する書類又はその写し 

          （イ） 香川県税全税目についての完納を証明する書類又はその写し 

          （ウ） 法人税、消費税及び地方消費税の完納を証明する書類又はその写し 

 ⑸ 参加資格審査 

  参加表明提出時に、担当部署（丸亀市産業生活部生活環境課ゼロカーボン推進室）において提出書

類等により参加資格審査を行い、令和７年３月２１日（金）に電子メールにて通知する。（正式文書

は後日郵送する。） 

 ⑹ 技術提案書及びデータを保管した電子媒体（CD-R）の提出期限 

   申込期日：令和７年５月１９日（月）17時まで（必着） 

   申 込 先：丸亀市産業生活部生活環境課ゼロカーボン推進室（「１３ 担当者」参照） 

   申込方法：持参又は郵送（書留郵便に限る） 

   提出書類： 

    ア 技術提案書（様式３号） 

    イ 技術提案書資料（様式自由） 

    用紙サイズはＡ３横、片面印刷とし、下記提案項目について、別紙「要求水準書」に基づき作

成すること。 

     なお、資料は表紙を除き合計１０枚程度とし、各１０部提出すること。 
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     「８ 評価基準」の下記項目について作成すること。 

     (ア) 企画提案について 

       ・導入設備の内容 

        製品の性能や保証期間、使用電力に対する導入容量の妥当性について記載すること。 

       ・二酸化炭素排出量の削減効果 

      〔積算方法 単位：㎏－CO2〕 

CO2排出量＝電気使用量（Kwh）×排出係数（0.370㎏－CO2/kwh）×地球温暖化係数（１） 

上記積算方法を用い、排出量削減の提案について記載すること。 

       ・発電効果の見える化 

        施設利用者に対する脱炭素を図るための具体策について記載すること。 

       ・災害時、非常時利用の内容 

        停電時の太陽光発電・蓄電設備の活用について記載すること。 

     (イ) 電気料金（概算）について 

        〔積算方法 単位：円〕 

・太陽光発電・蓄電設備導入の効果 

導入前後の比較を行うこと。なお、削減額は各施設の電気料金単価から積算すること。 

・余剰電力の売電効果 

自家消費（蓄電効果含む）できない電力を売電する場合の効果を記載すること。 

上記２項目の合計した低減される電気料金を記載すること。 

     (ウ) 施工について 

       ・施工体制や安全管理、各工種の施工や工期で特に工夫した点について記載すること。 

     (エ) 設計・監理業務について 

       ・特に工夫した点を記載すること。 

     (オ) 実績について 

       ・令和５・６年度の２年度間の実績件数等を様式4号を参考に、公共事業・民間施設 

（個人住宅・事業所等）、設置・蓄電容量別に記載すること。 

     (カ) 独自提案について 

       ・二酸化炭素を削減するための工夫や、施工実施に工夫など、独自提案を記載すること。 

     (キ) 図面等 

       ・配置図、平面図、立面図、設置予想図、電気設備図面、非常時のシステム構成図、各審

査項目が判断できる図面を提供すること。 

    ウ 提案金額見積書及び内訳書（様式自由） 

      別紙「要求水準書」に基づく、設計管理業務、太陽光発電設備等整備工事費の区分ごとに必

要諸経費を含め提案金額の見積書及びその内訳書を作成すること。 

※ 次の場合は無効とする。 

・金額その他主要な事項の記載が確認しがたいとき。 

・同項目で２通以上を提出したとき。 

・修正の容易な筆記用具により記入したとき。 

・金額を訂正した場合において訂正印がないとき。 
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※ 見積書の押印がない場合は、必ず、本見積書に係る責任者（当該見積書に係る事務を担

当する部門の長をいう。）及び担当者（当該見積書に係る事務を担当する者をいう。）の

氏名並びに当該見積書の記載内容を確認するための連絡先を記載すること。 

 

 ⑺ 参加表明者数が４者以上の場合 

   参加表明者数が４者以上となった場合、「８ 評価基準」のうち「価格点」と「非価格要素点 

６．独自提案」により１次審査を行い、合計点上位３者が本審査に参加できるものとする。 

  なお、審査結果は参加表明者全てに電子メールにより通知する。（正式文書は後日郵送する。） 

 

７ ヒアリング等の要領 

⑴ 実施予定日：令和７年５月２６日（月） 

  ※詳細な時間等は、後日、電子メールにて連絡する。 

⑵ 実施場所 ：丸亀市役所庁舎４階特別会議室 

⑶ 実施時間 ：１者につき２５分以内 

  ・プレゼンテーション １５分以内（機器設定の時間は除く。） 

  ・質疑応答      １０分程度 

⑷ 留意事項 

  ・提出した技術提案書を基に、本業務の管理責任者等が説明を行う。 

  ・ヒアリング時の追加資料の配布は禁止とする。 

  ・プレゼンテーション等は個別に行い、非公開とする。 

  ・プレゼンテーション時にパソコン等の機器を使用する場合は、各自で用意すること。 

  ・プロジェクター・スクリーンは市で用意する。 

 

８ 評価基準 

  技術提案書等及びヒアリングの内容に関する評価は、次表の評価基準により行う。 

  評価項目ごとに、プロポーザル委員会委員がそれぞれ判定し評価点を付す。 

各評価項目に係る評価基準及び配点（満点 120 点）は、次のとおりとする。 

＜評価基準＞ 

評価項目 評価の視点 配点 評価 

価
格
点 

  30 
（価格点）＝（提案者内での最低価格／提案価格）×３

０点（整数未満切り捨て） 

  小計 小計 ３０点 

 
 

                  

評価項目 評価の視点 配点 

評価 

優秀 やや優秀 普通 やや劣る 劣る 

非
価
格
要
素

点 

１ 企画提

案に関する

事項 

⑴導入設備

の内容 

・製品の性能、保証期間、選定

容量等に具体性があり、かつ妥

当であるか 

10 10 8 5 3 １ 
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⑵二酸化炭

素排出量の

削減効果 

・排出量削減に取り組む提案が

なされているか、シミュレーシ

ョンは妥当か 

15 
（提案削減量／提案者内での最大削減量） 

×１５点（整数未満切り捨て） 

⑶発電効果

の見える化 

・設備導入にあたり、施設利用

者の脱炭素を図るために具体な

提案があるか 

10 10 8 5 3 １ 

⑷災害等、

非常時利用

の内容 

・実用性の高い提案がされてい

るか 
15 15 10 8 5 １ 

２ 電気料金（概算） 
・電気料金がどの程度低減され

るか 
10 

（提案低減料金／提案者内での最大低減料金） 

×１０点（整数未満切り捨て） 

３ 施工について 

・自社の基準や出来高管理基

準、工程管理、安全管理に創意

工夫がされているか 

・実施体制は適切か 

・施工期間が工夫されているか 

5 5 4 3 2 １ 

４ 設計・監理業務につい

て 

・自社の設計・監理基準や工程

管理などに創意工夫がされてい

るか 

5 5 4 3 2 １ 

５ 実績について 
・過去に類似する施工実績があ

り、問題なく実施が見込めるか 
10 

（提案実績件数／提案者内での最大実績件数） 

×１０点（整数未満切り捨て） 

６ 独自提案 

・本事業による二酸化炭素排出

量を削減する工夫や、施工実施

の工夫など、独自の提案がある

か 

10 10 8 5 3 １ 

 
 

  小計 小計 ９０点 

 

９ 受託候補者の特定 

審査委員会において、以下の手順で審査し、優先交渉権者等を決定する。 

なお、審査にあたっては、プレゼンテーション・ヒアリングを実施する。 

また、提案者が１者の場合でもプレゼンテーション・ヒアリングを実施する。 

⑴ 総合評価点の算出 

価格と非価格要素の評価点から以下の算定式に基づき、総合評価点を算出する。 

 

 

⑵ 価格点審査 

価格点の点数化は、以下の算式に基づいて行う。なお、評価において、現在価値換算は行わない。

事業上限額内にある提案価格を下記に定める算定方法により価格点を算定する。 

 

 

（例）提案者 A の提案価格１００百万円、 

総合評価点１２０点＝ 価格点３０点 ＋ 非価格要素点９０点 

(価格点)＝(提案者内での最低価格／提案価格)×３０点 
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全提案者内での最低提案価格９０百万円の場合 

◆ 提案者 A の価格点＝（９０／１００）×３０＝２７点 

⑶ 非価格要素点審査 

提案者の提案に対して、「評価基準」（別表）に定める算定方法により、要素点を算定する。 

なお、次の３つの審査項目については、「評価基準」（別表）に定める算式に基づいて行うこと。 

・「１企画提案に関する事項 ⑵二酸化炭素排出量の削減効果」 

   ・「２電気料金（概算）」 

   ・「５実績について」 

   ・ 評価時の算式例 

     （例）二酸化炭素排出量の削減効果の場合 

提案者 A の二酸化炭素排出量の削減効果８０㎏-CO2 

全提案者内での最大削減量１００㎏-CO2の場合 

 

 

◆ 提案者 A の削減量に係る要素点＝（８０／１００）×１５＝１２点 

⑷ 総合評価の実施・優先交渉権者の選定 

(２)、(３)で算定した要素点から(１)に定める算定式により総合評価点を算定し、提案者のうち

最も高い点数の者を「優先交渉権者」として特定する。ただし、総評価点数が満点の６０％未満の

者は、「優先交渉権者」として特定しない。提案者が一者のみでも審査を実施し、審査の結果が上

記の基準点を満たす場合は、「優先交渉権者」として特定する。 

次いで点数の高い者を「次点交渉権者」として選定する。 

総合評価点の最も高い者が２者以上ある場合は、当該者によるくじ引きを実施する。 

市は、優先交渉権者と提案価格の範囲内で契約内容の協議を行い、協議が調った場合には優先交渉

権者と随意契約を締結する。優先交渉権者との協議が調わない場合、市は、次点交渉権者と協議を

行う。 

⑸ 審査結果の通知 

  ア 受託候補者に特定した者に対し、特定した旨及び契約手続の旨を通知する。 

  イ 受託候補者に特定しなかった者に対しては、特定しなかった旨、特定しなかった理由（以下「非

特定理由」という。）及び所定の期限までに非特定理由についての説明を求めることができる旨を

通知する。 

  ウ 通 知 日 令和７年６月上旬 

  エ 通知方法 電子メールにより通知（正式文書を後日郵送する） 

  オ 非特定理由の説明 

イの通知を受けた者は、通知を受けた日の翌日から５日以内に、書面により、市長に対して非特

定理由についての説明を求めることができる。 

    この場合、市長は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日以内に、書面によ

り回答する。 

 

(非価格要素点)＝(提案削減量／提案者内での最大削減量)×１５点 
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１０ 契約の締結 

 ⑴ 契約締結の手続 

市長は、受託候補者に特定された者と本プロポーザルに提出された書類の内容を基本とし、要求水

準書及び契約の詳細を協議のうえ、契約を締結するものとする。 

なお、受託候補者に特定された者との協議が不調に終わった場合、契約を辞退した場合又は失格に

該当することが判明した場合は、９の⑷において付した次の順位の者と同様の手続を行うものとす

る。 

 ⑵ 契約保証金及び契約保証金の減免 

   この契約の契約保証金の額は丸亀市契約規則第３１条に基づくものとする。また、丸亀市契約規則

第３２条に該当する場合は免除する場合がある。 

⑶ 契約金の支払 

   契約金の支払は、丸亀市建設工事請負契約約款第３３条及び第３５条並びに丸亀市建築設計業務等 

委託契約約款第３０号及び第３２条の規定に基づくものとする。 

 

 

１１ 失格要件 

 次のいずれかに該当する場合は、提案者及び受託候補者の資格を取り消すものとする。 

⑴ 技術提案書等が提出期限までに到着しなかった場合 

⑵ 技術提案書等に虚偽の記載があった場合 

⑶ ヒアリング当日に欠席又は遅刻をした場合 

⑷ 審査の公平性を害する行為があった場合 

 

１２ その他 

 ⑴ 提出書類の作成及び提出に係る費用は、プロポーザル参加者の負担とする。 

 ⑵ 提出された書類は返還しない。 

 ⑶ 提出された書類は、提出した者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しない。 

 ⑷ 提出後の書類の差替え及び再提出はできない。 

 ⑸ 手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 ⑹ 業者選定手続の情報公開については、本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合には、丸 

  亀市情報公開条例（平成１７年条例第２１号）に基づき対応する。また、丸亀市プロポーザル方式

取扱規程（平成２８年訓令第３１号）第１９条の規定を準用するので、プロポーザル参加者は、当

該公開基準を了解のうえ参加すること。 
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本プロポーザルに関する情報公開基準は次表のとおりとします。 

対象文書名 
受託候補者

特定前 

受託候補者

特定後 

契約締結後 

契約の相手方に

係る情報 

契約の相手方 

以外の提案者に 

係る情報 

左のいずれにも該当

しない情報 

要領及び技術提案書提出要

請書 
〇 〇 - - 〇 

提案者名  

（参加表明者も含む。） 
× 〇 ○ 〇 - 

（提案書類）  

技術提案書  
× × 

× 

（開示請求の場

合△）  

× - 

（提案書類）  

その他提出書類  
× × 

× 

(開示請求の 

場合△)  

× - 

採点表(合計点数のみ) × × ○ 

○ 

（事業者が特定でき

ない形で公開。） 

- 

採点表(評価項目ごと) × × 〇 

× 

(本人からの開示請求

の場合○)  

- 

委員名簿 × × - - 
× 

（委員構成は○） 

(注) ○：開示 △：一部非開示情報を含む。 ×：非開示  

※「一部非開示情報」とは、提案書類における社員情報や配置内訳(常勤・非常勤の別)などをいう。 

 

１３ 担当者 

〒763-8501 

丸亀市大手町二丁目4番21号 

丸亀市産業生活部生活環境課ゼロカーボン推進室 松尾 岡部 

電話番号：0877-24-8809  FAX：0877-35-8893 

E-mail：seikatsu-k@city.marugame.lg.jp 


